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Ⅰ．目的

国立特別支援教育総合研究所では，インクルーシブ教育シ

ステム構築の視点から，通常の学級に軸を置き，通常の学級

と通級による指導の学びの連続性に焦点を当てた教育課程に

関する総合的研究を行っている。特に通級による指導の内容

を通常の学級での授業や生活に生かし，自立や社会参加をよ

り一層促進することは，特別支援教育政策および学校現場に

おいて重要な課題である。この課題に対応するためには，ま

ず，通級による指導の教育課程上の位置付けや担当者間の連

携の実態と課題を明らかにする必要があると考え，「通常の学

級での通級による指導の活用に関する実態調査」を実施した。 
本報告では小・中学校の学校長を対象に，①通級による指

導を受けている児童生徒の担任と通級による指導の担当者間

の連携の取組，②通級による指導を受けている児童生徒の担

任と通級による指導の担当者間の連携の課題を報告する。 
Ⅱ．方法

全国で通級指導教室を設置している 1,589 市区町村を小・

中学校別に抽出し，人口規模に応じて５万人以下，５～10 万

人，10～20 万人，20～50 万人（中核市），50 万人以上（指

定都市）の５つに区分した。そして，区分した市区町村の中

から，調査対象となる市区町村を全都道府県から抽出し，か

つ，小・中学校の担任の回答の比較が可能な程度に同等な数

となるように，小学校は 160 市区町村（13.93％），中学校は

158 市区町村（35.82％＜小学校と重複する市区町村あり＞）

を抽出した。あわせて，設置数の少ない障害種（弱視，肢体

不自由，病弱・身体虚弱）のある小学校 16 市区町村，中学

校 9 市区町村を全て抽出した。調査は市区町村教育委員会を

通じて，管轄する全小・中学校の学校長に自由記述による回

答を求めた。回答は本研究所の サイトに開設した調査ペ

ージに掲載されている調査シート（エクセルファイル）をダ

ウンロードし，回答者がファイルをメール添付して本研究所

に送信することで回収した。

Ⅲ．結果

288 の市区町村教育委員会が管轄する全小・中学校のうち，

通級による指導を受けている児童生徒が在籍する小学校 855
校，中学校534校の学校長より自由記述による回答を求めた。

この回答を，頻出する単語や文章内容の意味を調査担当者間

の合議により分類し整理した。なお，次項からの回答数はす

べて複数回答である。 
１．担当者間の連携の取組

小学校では「情報交換・情報共有の機会設定」が 550 件で，

定期的に通級による指導を受けている児童の担任と通級によ

る指導の担当者を中心に行っていた。「情報交換・情報共有の

ツール活用」は 536 件で，主に手紙，連絡帳，文書などを活

用していた。「学校（学級）訪問や授業（生活）参観などの設

定」は 246 件で，通級による指導の担当者が通級による指導

を受けている児童の在籍校（学級）を訪問していた。「連携に

関する研修の推進」は 34 件で，通級による指導の担当者か

らの資料提供や助言が最も多かった。

中学校では「情報交換・情報共有の機会設定」が 436 件で，

定期的に通級による指導を受けている児童の担任と通級によ

る指導の担当者以外の教員も関与して行われていた。「情報交

換・情報共有のツールの活用」は 274 件で，主に手紙，連

絡帳，文書などを活用していた。「学校（学級）訪問や授

業（生活）参観などの設定」は 143 件で，主に通級による

指導の担当者が通級による指導を受けている生徒の在籍校

（学級）を訪問していた。「連携に関する研修の推進」は

15 件で，通級による指導の担当者からの資料提供や助言が

最も多かった。

２．担当者間の連携の課題

小学校では「情報交換・情報共有の機会設定に関する課

題」が 695 件で，十分な時間確保困難・業務多忙が大きな

課題であった。「『指導の連続性』や サイクルに基づく

適切な支援に関する課題」は 181 件で，主に児童の指導内

容への理解不足や課題の共有困難であった。また，「人的環

境に関する課題（本人，保護者を含む）」が 167 件で，「課

題なし」の回答は 140 件見られた。中学校では「情報交換・

情報共有の機会設定に関する課題」が最も多く 321 件で，

その理由として十分な時間確保困難・業務多忙が多かった。

次いで「人的環境に関する課題」が 164 件，「『指導の連続

性』や サイクルに基づく適切な支援に関する課題」が

79 件，「課題なし」は 99 件であった。

Ⅳ．考察

１．担当者間の連携の取組

小学校では通級による指導を受けている児童の担任と通

級による指導の担当者を中心に連携されており，通級によ

る指導の担当者が児童の様子を積極的に把握し，児童の課

題や学習内容を考えていることがうかがえた。また，「連携

に関する研修などの推進」にあるように，通級による指導

の担当者からの資料提供や助言が多かったことは，通級に

よる指導での成果を児童が在籍する学級で活用するために

重要な実践であるといえる。中学校では情報交換会や担当

者会を定期的に位置づけ，通級による指導を受けている生

徒の担任と通級による指導の担当者以外の者が参画する回

答が多かったことから，特別支援教育コーディネーターが

その調整の役割を担っていることがうかがえた。一方，通

常の学級担任が通級による指導の場へ出向く報告は少なか

ったが，通級による指導の担当者からの発信が多かったこ

とは，生徒の様子を的確かつ多様に把握し，支援の方向性

を持つための重要な実践であると考えられた。

２．担当者間の連携の課題

小学校では通級による指導の指導内容の理解不足や課題

共有が困難なことが挙げられ，連携不足からお互いの実践

の共通理解が難しいことが考えられた。また，教員の特別

支援教育や通級による指導に関する知識や専門性不足が挙

げられたことから，校内での研修の工夫や行政を含めた取

組の工夫などを検討する必要が考えられた。中学校も小学

校と同様の課題であったが，学校長を中心に校内全体での

役割分担の明確化や協働体制の整備を図ることで，相互の

授業参観を行ったり，情報交換・情報共有の機会を設定し

たりすることが必要と考えられた。
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